
長崎県環境保健研究センターにおける競争的資金等の運営・管理に係る実施要綱

平成３１年３月２９日 制定

令和３年１１月３０日 改定

令和４年 ８月 １日 改定

（趣旨）

第１条 この要綱は、研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（平

成19年2月15日文部科学大臣決定。）に基づき、長崎県環境保健研究センター（以下「センタ

ー」という。）における競争的資金等の適正な運営・管理を推進するとともに、研究活動上の不

正行為を防止するために必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 競争的資金等 国又は公益法人等から配分される競争的資金を中心とした公募型の研究資金

をいう。

(2) 配分機関 競争的資金等を配分する国又は公益法人等をいう。

(3) 研究代表者等 競争的資金等の交付を受ける研究代表者、研究分担者等としての職員をい

う。

(4) 関係職員 競争的資金等の運営・管理に直接関わる全ての職員をいう。

（責任体系の明確化）

第３条 センターの競争的資金等を適正に運営・管理するため、別表のとおり最高管理責任者、統

括管理責任者、コンプライアンス推進責任者、コンプライアンス推進副責任者、監査責任者及

び監査担当者を置く。

２ 最高管理責任者は、センター全体を統括し、競争的資金等の運営・管理について最終責任を

負う。

３ 統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、競争的資金等の運営・管理について、センタ

ー全体を統括する実質的な責任と権限を持つ。

４ コンプライアンス推進責任者は、競争的資金等の運営・管理について実質的な責任を持ち、

関係職員へ適正な指導を行う。また、統括管理責任者の指示の下、競争的資金等の運営・管理

状況等を把握し、必要に応じて改善を指導して、その実施状況を統括管理責任者に報告する。

また、コンプライアンス推進副責任者は、推進責任者を補佐するものとする。

５ 監査責任者は、最高管理責任者の指示の下、競争的資金等の管理体制の不備について検証す

るとともに、競争的資金等の財務情報に対する監査を総括する。

６ 監査担当者は、競争的資金等の財務情報に対する監査を実施する。

（法令等の遵守）

第４条 関係職員は、交付等を受けた競争的資金等に係る研究の実施に当たっては、関係法令、

配分機関が示した交付等の条件、県の規則等を遵守し、適正に処理しなければならない。

（不正防止計画推進部署）

第５条 最高管理責任者は、別表のとおり競争的資金等の不正防止計画の推進に関する責任者

（以下「防止計画推進者」という。）を置く。

２ 防止計画推進者は、不正を発生させる要因を体系的に整理、評価するとともに、その要因に

対応する具体的な不正防止計画を策定し、実施する。

３ 最高管理責任者は、不正防止計画の進捗管理を行うものとする。

（相談窓口）



第６条 競争的資金等に係る事務処理手続き及び執行に関する相談窓口は、次の各号に設置す

る。

(1) 総務課

(2) 企画・環境科

（告発等窓口）

第７条 競争的資金等の不正行為に関する告発及び通報（以下「告発等」という。）の受付は、次

の各号によるものとする。

(1) 受付窓口 長崎県環境保健研究センター 企画・環境科長

(2) 場所及び連絡先 大村市池田2丁目1306－11

電話番号 0957-48-7560

(3) 受付方法 書面又は面談

（告発等の取扱い）

第８条 企画・環境科長は、前条の告発等を受け付けた場合、直ちに最高管理責任者及び統括管

理責任者に報告しなければならない。

２ 最高管理責任者は、告発等を受け付けた日から30日以内に、告発等の内容の合理性を確認し

調査の要否を判断するとともに、当該調査の要否を対象となる競争的資金等の配分機関に報告

する。

３ 報道や会計検査院等の外部機関からの指摘による場合も前項と同様の取扱いとする。

（調査）

第９条 最高管理責任者は、受け付けた告発等の内容について調査が必要と判断した場合は、研

究所に属さない第三者を含む調査委員会を設置し、調査を命ずる。

２ 前項に規定する第三者の調査委員は、研究所、告発等を行った者及び被告発者と直接の利害

関係を有しない者でなければならない。

３ 調査委員会は、不正の有無及び不正の内容、関与した者及び関与の程度、不正使用の相当額

等について調査する。

（競争的資金等の一時執行停止）

第１０条 最高管理責任者は、必要に応じて、被告発者等の調査対象となっている者に対して、

調査対象の競争的資金等の一時執行停止を命ずることができる。

（認定）

第１１条 調査委員会は、被告発者による不正行為の有無、不正の内容、関与した者、関与の程

度、不正使用の相当額等について認定し、最高管理責任者に報告する。

２ 調査委員会は、告発者が悪意による告発等を行ったと認定した場合には、その根拠等につい

て、最高管理責任者に報告する。

（配分機関への報告及び調査への協力等）

第１２条 最高管理責任者は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について、当

該配分機関に報告し、協議しなければならない。

２ 最高管理責任者は、原則として告発等を受け付けた日から210日以内に、調査結果、不正発

生要因、不正に関与した者が関わる研究所の他の競争的資金等における管理・監査体制の状

況、再発防止計画等を含む最終報告書（期限までに調査が完了しない場合にあっては、調査の

中間報告書）を当該配分機関に提出する。

３ 最高管理責任者は、調査の過程で不正の事実が一部でも確認された場合は、速やかに当該配

分機関に報告する。



４ 最高管理責任者は、当該配分機関から求めがあった場合は、調査の進捗状況及び中間報告を

行うとともに、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の提

出若しくは閲覧又は現地調査に応じる。

（調査結果の公表）

第１３条 最高管理責任者は、調査委員会から不正行為の認定の報告があった場合、次の事項を

公表する。ただし、合理的な理由がある場合は、一部事項を非公表とすることができる。

(1) 不正に関与した者の氏名及び所属

(2) 不正の内容

(3) 研究所が公表時までに行った措置の内容

(4) 調査委員の氏名及び所属

(5) 調査の方法及び手順

(6) その他必要事項

２ 最高管理責任者は、前項により公表した事項について、告発等を行った者（顕名による場合

に限る。）に通知する。

（内部監査）

第１４条 競争的資金等を適正に運営・管理するため、最高管理責任者は、監査責任者に競争的

資金等に係る管理及び経理事務の監査を実施させるものとする。

２ 監査責任者は、監査終了後、速やかに監査結果を最高管理責任者に報告しなければならな

い。

３ 監査責任者は、第１項に定める監査の質を一定に保つため、必要に応じて、監査計画、マニ

ュアル等の作成を行う。

４ 監査担当者は、第１項に定める監査のため、会計書類の検査、購入物品の使用状況等に関す

る研究代表者等からのヒアリング等を実施する。

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、競争的資金等の運営・管理に関し必要な事項は別に定

める。



別表

最高管理責任者 所長

統括管理責任者 次長（技術）

コンプライアンス推進責任者 次長（事務）、各研究部長

コンプライアンス推進副責任者 各科長

防止計画推進者 企画・環境科長

監査責任者 総務課長

監査担当者 総務課員


